
・日 程 平成２８年９月１５日（木）１３時３０分～１７時００分

・事例提供 独立行政法人 都市再生機構（ＵＲ都市機構）

一般社団法人 全国住宅供給公社等連合会

市区町村、介護事業者等

・会 場 さいたま新都心合同庁舎１号館２階講堂

（さいたま市中央区新都心１－１）

・参加対象 どなたでもご参加いただけます。

・参 加 費 無料

・定 員 ５００名程度（定員になり次第締め切りとさせていただきます。）

・応募方法 下記の送付先にＦＡＸにて申込書をお送りください。

送付先（ＦＡＸ）：０４８－６０１－０５１２【地域包括ケア推進課】

厚生労働省

関東信越厚生局

第２回地域包括ケア応援セミナー
テーマ：「大規模集合住宅における地域包括ケアの推進について」

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/

大規模集合住宅の高齢化

※外付けＥＶによるバリアフリー化
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高齢者（65歳以上）のいる世帯割合の推移

東京都内には高度経済成長期に開
発された住宅団地が数多く存在し、
これらの住宅団地の多くは、入居開
始から40年以上が経過し、建物の
老朽化が進むとともに、同時期に大
量に入居した世代が一斉に高齢化
している。

UR賃貸住宅居住者定期調査によ
ると65歳以上の高齢者のいる世
帯の割合は、平成22年に国勢調
査（全国）平均を上回り、高齢者
のいる世帯割合の増加が進んで
いる。



第２回地域包括ケア応援セミナー応募用紙 

【送付先】 

関東信越厚生局地域包括ケア推進課 

ＦＡＸ：048-601-0512 

９／１５開催地域包括ケア応援セミナー（第２回）傍聴希望 

【締切：平成２８年９月１４日（水）１２：００（厳守）】 

標記セミナーの傍聴を希望します。 

また、傍聴に当たり下記の事項を遵守いたします。 

 一人目 二人目 

氏  名   

勤務先（自治体名）及び 

所属・職名 

次回開催の案内（メール） 希望する                希望しない 

連絡先（メールアドレス）   

連絡先（電話番号）   

連絡先（ファックス）   

記 

（１） 事務局の指定した場所以外に立ち入ることはできません。 

（２） アラーム付の時計、携帯電話等、音の出る機器については電源を切るか、音が鳴らないよう 

マナーモードに設定してください。 

（３） 写真撮影、ビデオ撮影、録音をすることはできません。（あらかじめ申し込んだ場合は、セミナー冒

頭の頭撮りに限って、写真撮影などをすることができます。） 

（４） その他、事務局職員の指示に従ってください。              

以上 


